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 国際物流や貿易の実態を捉える有力な資料として，貿易統計データが存在する．国連が中心となって進

める貿易統計の標準化とデータベース化は，そのデータの利用可能性を一段と向上させている．一方，貿

易統計データは，不整合問題と呼ばれる特性が存在する．貿易統計データの整合性は，ある国が報告する

輸入額と，それに対応する相手国によって報告される輸出額の一致性によって判断される．貿易統計の整

合性の改善は大きな有用性がある．本研究は，価額データに加え，貿易統計データに存在する数量データ

を活用し，貿易統計の不整合問題を改善することで，国際貨物流動量推計の精度改善においても有用であ

ることを示す． 
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1. はじめに 

 

 国際物流や貿易の実態を捉える有力な資料として，貿

易統計データが存在する．国連が中心となって進める貿

易統計の標準化とデータベース化は，データの利用可能

性を一段と向上させている．データを利用する際，貿易

統計データの特性を正確に把握することが必要である．

貿易統計データは，不整合問題と呼ばれる特性が存在す

ることが広く知られている．貿易統計データの整合性は，

ある国が報告する輸入額と，それに対応する相手国によ

って報告される輸出額の一致性によって判断される．整

合性に関する研究は，主に貿易統計の価額データに着目

したものが多い．筆者らは，貿易統計の数量データを使

用することで，価額データの調整が可能であることを示

した1)．本研究は，貿易統計の数量データによる価額デ

ータの調整に関して詳細に分析する．また，調整した価

額データと数量データから価額と数量間の換算係数を作

成し，これを用いた国際貨物流動量の推計精度が，従来

の推計手法2)に比べ向上することを示す． 

 

 

2. 貿易統計の不整合問題 

 

(1) 既存研究の概要 

 貿易統計の不整合問題の研究は，多くの実績が存在す

る．それらの研究は，不整合問題が発生する要因を定性

的に検討する理論的研究と，貿易統計データを使用して

不整合問題を定量的に扱う経験的研究に分けられる3)．

ここでは，理論的研究と経験的研究の概要について述べ

る．理論的研究であるBlades and Ivanov4)とFederico and 

Tena5)によって，不整合問題の要因が，不可避な要因，

構造的な要因，エラーによる要因の3つに分類されてい

る．不可避は要因とは，境界を接していない国間の貿易

で生じる輸送費用とタイムラグである．貿易統計の輸入

価額は，CIF(Cost, Insurance and Freight)形式で記録され，輸

出価額がFOB(Free on board)形式で記録されることが一般

的であり，この相違によって不整合が生じる．この場合，

CIF形式の価額は，運賃と保険料を含んだ値であり，そ

れを含まないFOB形式の価額より大きくなる．構造的な

要因とは，国によって貿易統計の作成基準が異なること

である．例えば，貿易統計の相手国に関する基準では，

輸入では「原産国」，輸出では「既知の最終仕向け国」
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とすることが一般的である．この相手国の基準において，

「経由国」を採用する国が存在すると，不整合問題が生

じる．また，輸出では，輸出時点に，最終仕向け国が不

明である場合が存在し，結果として輸出業者が「経由

国」を相手国として申告する場合が存在する．この様な

国間の統計基準の相違によって不整合問題が生じる．エ

ラーによる要因は，輸出入業者や統計作成機関が，誤っ

た申告やデータ処理を行うことであり，それは意図的に

行われる場合もある．例えば，輸入関税を少なくするた

めに，輸入業者が品目名を変更して申告する場合や輸入

価額を過小に申告する場合等が存在する4)．また，エラ

ーによる要因には密輸も含まれている5)． 

 経験的研究では，OECD諸国，アジア諸国，アフリカ

諸国等の貿易統計データを使用して，不整合問題の状況

が検討されている．Blades and Ivanov4)は，OECD諸国の貿

易統計を使用して，オランダ等のトランジット貿易が多

い国において，相手国の定義の相違による不整合問題を

指摘している．山本6)はアジア・太平洋諸国の貿易統計

データを使用して，香港とシンガポールのトランジット

貿易が同様の不整合問題を生じさせていることを指摘し

ている．また，Yeats7)は，アフリカの貿易統計を使用し

て，貿易統計の価額や数量においてエラーや密輸が存在

する可能性を指摘している． 

 筆者らは，以上のような既存研究について，包括的な

文献レビューを行っている1)．その結果，既存研究は，

貿易統計の価額データを主な対象としており，数量デー

タに関する分析は少ないことを示している．また，筆者

らは，貿易統計の数量データの不整合問題の分析を進め，

数量データの不整合問題の影響が少ない部分を抽出し，

その抽出したデータの価額データでは，貿易統計の不整

合問題が改善していることを示している．ただし，数量

データ利用した価額データの改善に関して，詳細な分析

と結果の活用は行われていない． 

 

(2) 不整合問題の評価方法 

 貿易統計のデータは，ある商品の移動について，時間

と空間は異なるが，輸入国と輸出国で二重に記録される．

一般に，貿易量を記録する国を報告国(Reporter)，その報

告国の貿易相手の国を相手国(Partner)と呼ぶ．貿易統計

の不整合問題は，ある国jが報告する国iを相手とした輸

入額Mij（輸出額Xji）と，それに対応する国iが報告する

国jを相手とした輸出額Xij（輸入額Mji）が一致しないこ

とを指す．国iの輸入額と輸出額の整合性は，それぞれ

(1)式，(2)式で示す輸入額の整合率（rmi）と輸出額の整

合率（rxi）によって，評価することが最も単純な方法で

ある． 

ji

ji
i X

M
rm =   (1)， 

ij

ij
i X

M
rx =   (2) 

 整合率の値が1.0になることが，輸入額と輸出額が正

確に記録されていることの1つの基準となる．しかし，

一般的な貿易統計の価額データでは，CIF形式とFOB形

式の相違が存在するため，整合的な場合，1.0より大き

くなる必要がある． 

 

3. 貿易統計の数量データによる調整 

 

(1) 分析対象とデータソース 

 本研究は，筆者らの従来研究1)と同じデータを使用す

る．従来研究では，国連統計部の国・地域分類8)に従っ

た東アジア，東南アジア，南アジアの27カ国・地域に，

東アジアとして台湾を加えた28カ国・地域から，対象と

する国・地域を選定している．また，使用するデータは，

それらの国・地域が国連とOECDに報告したHS品目分類

の貿易統計である9), 10)．HS品目分類は，1996年から適用

が開始されたバージョンを使用し，最も詳細なHS号品

目分類では約5000品目が存在する．また，対象年は，

2000年から2006年とし，2008年中旬時点で，貿易統計デ

ータの収集をおこなっている．その時点で，上記の条件

に適合する国連貿易統計は，23カ国・地域分が存在した．

OECD貿易統計は，国連貿易統計に報告国として公表さ

れていない台湾に関して，貿易量を捉えるために使用し

ている． 

 

(2) 使用データの概要 

 ここでは，2003年の貿易統計の輸入データと輸出デー

タを例にして，データの概要を示す．輸入データとは，

各国が報告する輸入価額と輸入数量であり，輸出データ

とは，各国が報告する輸出価額と輸出数量である．輸入

データの輸入総額と輸入データ数は，1兆437億USドル

と421,698件，輸出データの輸出総額と輸出データ数は，

1兆546億USドルと394,250件である．データ数とは，輸

入データと輸出データに関して，報告国と相手国のOD

マトリックスをHS号品目別に作成し，空欄ではないOD

数をカウントした件数である．また，品目が特定できる

データ（品目特定データと記述する．）は，輸入データ

の輸入価額と輸入データ数が，1兆378億USドル(99.4%)

と421,442件(99.9%)，輸出データの輸出価額と輸出データ

数が1兆546億USドル(98.6%)と393,955件(99.9%)が存在する．

なお，品目が特定できないデータは，HS号品目が「そ

の他品目」となっているデータである．表-1は，品目特

定データに関して，輸入データにおける国・地域別の輸

入価額とデータ数のシェア，輸出データにおける国・地

域別の輸出価額とデータ数のシェアを示している．
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表-1 2003年の国・地域別の価額とデータ数のシェア 

 

国・地域 輸入データ 輸出データ 

名称 code 輸入価額 データ数 輸出価額 データ数 

中国 CHN 22.5 7.4 19.7 13.8 
香港 HKG 18.2 5.8 13.2 7.1 
日本 JPN 16.8 5.6 20.2 10.2 
韓国 KOR 8.5 5.8 9.6 8.4 
マカオ MAC 0.2 1.9 0.1 0.7 
モンゴル MNG 0.0 1.0 0.0 0.1 
台湾 TWN 6.2 5.5 6.9 9.2 
ブルネイ BRN 0.1 2.5 0.3 0.4 
インドネシア IDN 1.8 6.4 3.7 5.9 
カンボジア KHM 0.2 2.2 0.0 0.3 
マレーシア MYS 5.0 6.3 5.8 6.7 
フィリピン PHL 2.4 5.7 2.1 2.6 
シンガポール SGP 7.9 8.0 9.8 11.9 
タイ THA 4.3 6.6 4.0 8.4 
東ティモール TLS (0.0) (1.4) 0.0 (0.1) 
ベトナム VNM 1.8 6.0 0.9 2.7 
バングラデシュ BGD 0.6 4.2 0.0 0.5 
インド IND 1.9 5.6 1.9 8.2 
イラン IRN 0.6 1.7 1.4 0.3 
スリランカ LKA 0.4 3.9 0.1 1.0 
モルディブ MDV 0.0 2.5 0.0 0.0 
ネパール NPL 0.1 2.0 0.0 0.3 
パキスタン PAK 0.5 3.1 0.2 0.9 

単位：% 

 

なお，2003年の東ティモールのデータを入手していない

ため，表-1の東ティモールでは2004年値を記している．

国・地域別の輸入価額と輸出価額では，東アジアの中国，

香港，日本，韓国，台湾，東南アジアのマレーシア，シ

ンガポール，タイが4%以上のシェアを占める．国地域

別の輸入データ数と輸出データ数では，価額に比べシェ

アの偏りが少ない．上述の国・地域に加え，輸入データ

数では，東南アジアのインドネシア，フィリピン，ベト

ナム，南アジアのインドが5%以上のシェアを占める．

以上の国・地域において，フィリピン，ベトナムは，輸

出データ数のシェアが3%以下であり，比較的にシェア

が小さい． 

 次に，品目特定データに関して，HS部品目別の輸入

価額とデータ数のシェアを表-2に示している．表-2にお

いて，東ティモールのデータは考慮されていない．HS

部品目別の輸入価額では，HS16部「機械，電気機器，

その部分品等」が45.7%のシェアを占める．次いで，

HS5部「鉱物性生産品」，HS11部「紡織用繊維及びその

製品」，HS15部「卑金属及びその製品等」，HS6部「化

学工業の生産品」，HS7部「プラスチック，ゴム，その

製品等」，HS18部「精密機器，その部分品等」の順で

シェアが大きく，4%以上を占める．これらのHS部品目

の内，HS16部，HS11部，HS15部，HS6部の輸入データ

表-2 2003年のHS部品目別の価額とデータ数のシェア 

 

HS部品目 品目合計整合率 

略名称 code 価額 データ数 

動物，動物性生産品 01 1.1 1.6 

植物性生産品 02 1.2 3.0 

動物性，植物性の油脂等 03 0.6 0.5 

調製食料品，飲料，たばこ等 04 1.4 3.1 

鉱物性生産品 05 8.5 1.6 

化学工業の生産品 06 5.8 12.7 

ﾌ ﾗ゚ｽﾁｯｸ，ｺ゙ ﾑ，その製品等 07 4.9 5.9 

皮革，毛皮，その製品等 08 1.0 1.3 

木材，木炭，その製品等 09 0.9 1.4 

木材ﾊ゚ ﾙﾌ゚ ，繊維ﾊ ﾙ゚ﾌ゚ ，古紙等 10 1.2 3.4 

紡織用繊維及びその製品 11 8.0 16.2 

履物，帽子，その部分品等 12 1.1 1.3 

石，セメント，その製品等 13 0.9 3.3 

貴石，半貴石，貴金属 14 1.4 0.7 

卑金属及びその製品等 15 6.8 11.8 

機械，電気機器，その部分品等 16 45.7 20.8 

車両，船舶及び輸送機器等 17 2.8 2.0 

精密機器，その部分品等 18 4.7 5.3 

武器，その部分品等 19 0.0 0.1 

雑品 20 2.0 4.0 

美術品，収集品，こっとう 21 0.0 0.1 

単位：% 

 

数は，11%以上のシェアで大きいが，HS5部に関しては

シェアが2%以下であり，価額の傾向と異なる． 

 以上の品目特定データの内で，輸入データと輸出デー

タの価額が，両方のODマトリックスで存在するデータ

数は281,922件であり．これを価額・完全データと表記す

る．価額・完全データの輸入データにおける輸入価額は

9,888億USドル(94.7%)，輸出データにおける輸出価額は

9,986億USドル(94.7%)である．価額・完全データのデー

タ数は，輸入データでは66.9%，輸出データでは71.5%を

占める．また，価額・完全データの内で，輸入データと

輸出データの数量が，両方のODマトリックスで存在す

るデータ数は260,725件であり，これを価額／数量・完全

データと表記する．価額／数量・完全データの輸入デー

タにおける輸入価額は9,339億USドル(89.5%)，輸出デー

タにおける輸出価額は9,393億USドル(89.1%)である．価

額／数量・完全データのデータ数は，輸入データでは

61.8%，輸出データでは66.1%を占める． 

 貿易統計の数量データでは，8種の数量単位が存在す

る．価額／数量・完全データの内で，輸入データと輸出

データの数量単位が一致するデータ数は231,908件である．

数量単位が一致する価額／数量・完全データでは，輸入

データにおける輸入価額は7,748億USドル(74.2%)，輸出

データにおける輸出価額は7,951億USドル(75.4%)である．
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このデータ数は，輸入データでは55.0%，輸出データで

は58.8%を占める．数量単位が一致する価額／数量・完

全データは，HS号品目別に価額と数量の整合率が算出

可能である．図-1は，2003年の輸入データと輸出データ

を使用し，HS号品目別の価額整合率と数量整合率を算

出し，両整合率の常用対数を軸としたデータ数の二次元

頻度分布を示している．図-1のx軸とy軸は，常用対数化

した価額整合率と数量整合率の階級を表し，階級間隔を

0.1として集計している．価額整合率は，運賃・保険料

の存在から，1.0より大きくなることが整合的であるが，

価額整合率が1.0以下であるデータは多い．また，価額

整合率が1.0より大きい場合でも，10以上等の特異な値

が多数存在する．数量整合率は，1.0であることが整合

的であると言えるが，価額整合率と同様に大きな分布の

広がりを持つ．価額と数量共に，HS号品目別の輸入デ

ータと輸出データは，大きな相違が存在する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 HS号品目別の価額データと数量データに関する 

常用対数化した整合率の二次元頻度分布 

 

(2) 調整データの抽出と検討 

 本研究では，既存研究1)に従い，貿易統計の輸入デー

タと輸出データから，数量データを使用して，整合的と

考えられる調整データを抽出する．既存研究1)では，数

量単位が一致する価額／数量・完全データから，数量デ

ータの整合性が良いと判断できる基準（数量整合率

=1.0）を利用し，一例として，数量データの相違が10%

以内であるHS号品目別の貿易フローを抽出している．

本研究では，同様のデータを抽出し，これを調整データ

と記述する．2000年から2006年の使用データに関して，

同様の抽出を行った結果，2003年では17,268件の調整デ

ータが得られる．これは，価額／数量・完全データの

7.4%である．図-2は，品目特定データと調整データに関
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図-2 品目特定データと調整データに関するHS類品目別の常用

対数化した価額整合率の頻度分布 

 

して，HS類品目別価額整合率を算出し，その常用対数

の頻度分布を示している．価額整合率は，1.0よりも大

きくなる必要があり，調整データは価額整合率が改善し

ていると判断できる．ただし，既存研究では，調整デー

タの国・地域や品目の特性について検討を行なっていな

い．本研究では，調整データの国地域別，品目別の価額

整合率の詳細を検討する． 

 図-3は，品目特定データの国・地域別輸入額に関して， 

HS類品目別の価額整合率を整理し，最大値，最小値， 
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図-3 国・地域別輸入価額に関する常用対数化したHS類品目別

整合率の統計値（品目特定データ） 
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図-4 国・地域別輸入価額に関する常用対数化したHS類品目別

整合率の統計値（調整データ） 
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第3四分位点，第1四分位点を使用して，箱ひげ図を作成

したものである．HS類品目は96品目が存在し，多くの

国・地域が96品目のデータを有する．国・地域は，図-3

の左から順に輸入価額が大きい．図-3には，国・地域別

輸入額の集計値に関する価額整合率と，国・地域別輸入

額のHS類品目別価額整合率の中央値も示している．ま

た，図-4は，同様の処理を調整データに実施したもので

ある．四分位範囲から判断すると，調整データは品目特

定データに比べ，HS類品目別の価額整合率が安定して

いると判断できる．ただし，最大値と最小値は，調整デ

ータにおいても大きな範囲が存在する． 

 また，図-5と図-6は，品目特定データと調整データに

おいて，国・地域別輸出額に関して同様の処理を行って

いる．品目特定データの国・地域別の輸出額では，再輸

出額の大きい香港とシンガポールにおいて，HS類品目

別の価額整合率が小さくなる．この点に関して，調整デ

ータでは整合性が大きく改善している． 
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図-5 国・地域別輸出価額に関する常用対数化したHS類品目別

整合率の統計値（品目特定データ） 
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図-6 国・地域別輸出価額に関する常用対数化したHS類品目別

整合率の統計値（調整データ） 

 

 次に，HS類品目別の価額整合率をHS部品目別に整理

し，箱ひげ図を作成した．図-7は品目特定データの結果

であり，図-8は調整データの結果である．最大のHS類品

目数が存在するHS部品目は，HS11部「紡織用繊維及び

その製品」であり14のHS類品目を持つ．他のHS部品目

は，平均して4のHS類品目を持つ．最大の価額である

HS16部において，また，HS17部「車両，船舶及び輸送

機器等」において，HS類品目別の価額整合率が改善を

している点が目立つ． 
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図-7 HS部品目別価額に関する常用対数化したHS類品目別整

合率の統計値（品目特定データ） 
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図-8 HS部品目別価額に関する常用対数化したHS類品目別整

合率の統計値（調整データ） 

 

4. 調整データによる国際貨物流動量の推計 

 

(1) 国際貨物流動量の推計方法と高精度化 

 整合的な貿易統計データを整備することで，様々な国

際輸送の検討に資すると考えられる．本研究では，国際

貨物流動量を推計する視点で，貿易統計の整合性が改善

する利点を示す．国際貨物流動の推計方法として，貿易

統計を利用することが広く行われている．一般的に貿易

統計が価額データと複数の数量単位を持つ数量データで

構成されるため，例えば，価額から重量に換算すること

が行われている．既存研究2)では，価額と重量間の換算

係数を作成し，重量で捉えられていない貿易フローを価

額から重量に換算している．その際，既存研究2)では，

HS号品目（約5,000品目）別に価額データと数量データ

を取扱い，輸入データと輸出データのそれぞれについて，

国・地域別のHS項品目（約1,000品目）と国・地域別の
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HS類品目の価額・重量間の換算係数を設定し，数量単

位が重量と異なるHS号品目の重量を推計している． 

 一方，本研究の調整データでは，整合的な数量データ

を抽出し，部分的ではあるがHS類品目の価額整合率が

改善する点を確認した．そこで，本研究は，調整データ

から輸入データと輸出データのHS類品目別換算係数を

設定する．本研究は，国・地域別には換算係数を設定し

ない．本研究の推計手法は，国・地域別，HS類品目別

の価額貿易フローに，上述の換算係数を掛け合わせる簡

便な手法であるが，精度の高い価額と重量間の換算係数

により，国際貨物流動量の推計精度が改善する可能性を

持つ． 

 

(2) 従来手法と本研究の推計結果の比較 

 

 両手法から，2000年から2004年の貿易統計を使用して，

日本，韓国，中国間の貨物流動量を重量単位で推計した．

両手法では，輸入データと輸出データの推計値を得るこ

とができる．図-9は，両手法の輸入データと輸出データ

を用いた国際貨物流動量の推計結果を比較している．従

来手法に比べ，本研究での手法が輸入データと輸出デー

タの推計値の相違が小さい．ただし，単回帰の係数から

判断して，本研究では，輸入データの推計値が輸出デー

タの推計値に比べ，大きくなる傾向誤差を持つ． 
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図-9 従来手法と本研究の国際貨物流動量推計結果の比較 

 

5. おわりに 

 

 本研究は，アジア地域の貿易統計を使用して，貿易

統計の価額データと数量データの整合性について検討し

た．数量データは，複数の数量単位が存在するため処理

が煩雑になるが，有効に使うことで，価額の整合性が向

上し，国際貨物流動量の推計にも有用であることを示し

た．本研究の数量データの利用は，改善が必要であるが

今後の不整合問題の対処において有用であると考える． 
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